
平成３０年１２月定例月議会議案一覧 

 

議案番号 件   名 

報告１３ 専決処分事項の報告について（工事請負変更契約の専決処分） 

報告１４ 専決処分事項の報告について（損害賠償の額の専決処分） 

議案７８ 人権擁護委員候補者の推薦について 

議案７９ 人権擁護委員候補者の推薦について 

議案８０ 豊明市立学校条例の一部改正について 

議案８１ 豊明市老人福祉センターの指定管理者の指定について 

議案８２ 
豊明市福祉体育館、体育施設等及び豊明文化広場の指定管理者の

指定について 

議案８３ 工場立地法に基づく豊明市準則を定める条例の制定について 

議案８４ 
豊明市特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償等に関す

る条例の一部改正について 

議案８５ 豊明市体育施設条例の一部改正について 

議案８６ 豊明市母子・父子家庭医療費支給条例の一部改正について 

議案８７ 
豊明市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関

する基準等を定める条例の一部改正について 

議案８８ 平成３０年度豊明市一般会計補正予算（第５号）について 

議案８９ 平成３０年度豊明市一般会計補正予算（第６号）について 

議案９０ 
平成３０年度豊明市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）に

ついて 

議案９１ 
平成３０年度豊明市下水道事業特別会計補正予算（第１号）につ

いて 

議案９２ 
平成３０年度豊明市農村集落家庭排水施設特別会計補正予算（第

１号）について 

議案９３ 
平成３０年度豊明市介護保険特別会計補正予算（第２号）につい

て 

議案９４ 
平成３０年度豊明市水上太陽光発電事業特別会計補正予算（第１

号）について 

 



報告第１３号 

 

   専決処分事項の報告について 

 地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、工事請負契約金額の変更額を

別添のとおり専決したので、同条第２項の規定により議会に報告する。 

 

  平成３０年１１月２９日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 



専決第７号 

 

   工事請負変更契約の専決処分書 

 地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、工事請負変更契約を専決する。 

 

  平成３０年１１月１２日専決 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

記 

１ 工 事 名   国庫補助事業 道路築造工事  

２ 工 事 場 所   豊明市栄町内山地内外  

３ 工 事 の 概 要   工事延長 ２６０ｍ  

           道路幅員 １６ｍ  

４ 請負契約金額   変更前 １，２９８，０１８，５２０円  

           変更後 １，２９９，９６０，３６０円  

５ 請 負 契 約 者   名古屋市中区新栄二丁目１番９号  

           株式会社フジタ名古屋支店  

           執行役員支店長 伏島 豊太  

    

 



報告第１４号  

 

   専決処分事項の報告について  

 地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、損害賠償の額を別添のとおり

専決したので、同条第２項の規定により議会に報告する。  

 

  平成３０年１１月２９日提出  

 

豊明市長  小 浮 正 典  

 



専決第６号  

 

損害賠償の額の専決処分書  

地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、損害賠償の額を専決する。  

 

平成３０年１０月１日専決  

 

豊明市長  小 浮 正 典   

 

記  

１ 損害賠償額  金５４，３００円  

２ 原   因  市の事実誤認に基づく相手方財産の誤処分  

３ 事件の概要  

 （１）事 件 の 発 生 日  平成３０年８月１０日  

 （２）事件の発生場所  豊明市新田町広長地内  

 （３）事 件 の 経  過  上記場所の集合住宅において、居住する賃借人  

の家財処分作業を市が行ったところ、事実誤認に  

より相手方の家財を処分したもの  

 （４）相 手 方 の 損 害  物置、電動剪定機、縁台、脚立、棚扉、その他  

 （５）過  失  割  合  豊明市１００％、相手方０％  



議案第７８号 

 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 人権擁護委員の緒方誠子氏は、平成３１年３月３１日任期満了となるので、

下記の者を人権擁護委員の候補者として推薦するものとする。 

 

  平成３０年１１月２９日提出 

 

                           豊明市長  小 浮 正 典      

 

                 記                  

住  所   豊明市新栄町 

氏  名   緒 方 誠 子 

生年月日    

 

   説 明 

 この案を提出するのは、人権擁護委員法第６条第３項の規定に基づき、議会

の意見を求める必要があるからである。 



議案第７９号 

 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 人権擁護委員の青木廣康氏は、平成３１年３月３１日任期満了となるので、

下記の者を人権擁護委員の候補者として推薦するものとする。 

 

  平成３０年１１月２９日提出 

 

                           豊明市長  小 浮 正 典      

 

                 記                  

住  所   豊明市前後町 

氏  名   青 木 廣 康 

生年月日    

 

   説 明 

 この案を提出するのは、人権擁護委員法第６条第３項の規定に基づき、議会

の意見を求める必要があるからである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案第８０号 

 

豊明市立学校条例の一部改正について 

豊明市立学校条例の一部を改正する条例を別添のように定めるものとする。 

 

平成３０年１１月２９日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

説 明 

 この案を提出するのは、地方自治法第２４４条の２の規定に基づき、特に重

要な施設である小中学校を廃止する場合は、出席議員の３分の２以上の者の同

意を得る必要があるからである。 

 



豊明市立学校条例の一部を改正する条例 

 

豊明市立学校条例（昭和４７年豊明市条例第５２号）の一部を次のように改

正する。 

第１条中「第２４４条」を「第２４４条の２」に改める。 

第３条を第４条とし、第２条の次に次の１条を加える。 

（廃止） 

第３条 学校を廃止する場合は、議会において出席議員の３分の２以上の者の

同意を得なければならない。 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 



議案第８１号 

 

      豊明市老人福祉センターの指定管理者の指定について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定に基づ

き、指定管理者の指定について、次のとおり議会の議決を求める。 

 

  平成３０年１１月２９日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

記 

１ 指定管理者に管理を行わせる公の施設の名称 

  豊明市老人福祉センター  

２ 指定管理者となる団体  

  豊明市新田町吉池１８番地３  

社会福祉法人 豊明市社会福祉協議会  

会長 加藤 誠 

３ 指定の期間  

  平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日まで  

 

   説 明 

 この案を提出するのは、豊明市老人福祉センターを管理する指定管理者を指

定するため必要があるからである。  



議案第８２号 

 

      豊明市福祉体育館、体育施設等及び豊明文化広場の指定管理者の指定に

ついて 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定に基づ

き、指定管理者の指定について、次のとおり議会の議決を求める。 

 

  平成３０年１１月２９日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

記 

１ 指定管理者に管理を行わせる公の施設の名称 

  豊明市福祉体育館、勅使グラウンド、勅使テニスコート、山田グラウンド、

勅使ターゲット・バードゴルフ場、勅使弓道場及び豊明文化広場  

２ 指定管理者となる団体  

  名古屋市中区栄一丁目１６番６号  

シンコースポーツ中部株式会社  

代表取締役 石崎 克己 

３ 指定の期間  

  平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日まで  

 

   説 明 

 この案を提出するのは、豊明市福祉体育館、体育施設等及び豊明文化広場を

管理する指定管理者を指定するため必要があるからである。  



議案第８３号 

 

工場立地法に基づく豊明市準則を定める条例の制定について 

工場立地法に基づく豊明市準則を定める条例を別添のように定めるものとす

る。 

 

平成３０年１１月２９日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

説 明 

この案を提出するのは、工場立地法第４条の２第１項の規定に基づき、市準

則を定めるため必要があるからである。 

 



工場立地法に基づく豊明市準則を定める条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、工場立地法（昭和３４年法律第２４号。以下「法」とい

う。）第４条の２第１項の規定に基づき、法第４条第１項の規定により公表

された準則に代えて適用すべき準則を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例で使用する用語は、法で使用する用語の例による。 

（対象区域並びに緑地及び環境施設の面積の敷地面積に対する割合） 

第３条 法第４条の２第１項に規定する他の準則によることとすることが適切

であると認められる区域（以下「対象区域」という。）並びに対象区域にお

ける緑地及び環境施設のそれぞれの面積の敷地面積に対する割合は、次の表

のとおりとする。 

対象区域 
緑地の面積の敷地 

面積に対する割合 

環境施設の面積の敷 

地面積に対する割合 

都市計画法（昭和４３年法律第１

００号）第８条第１項第１号に規

定する準工業地域（以下｢準工業

地域｣という。) 

１００分の１０以上 １００分の１５以上 

都市計画法第３４条第１２号の

規定に基づき指定した区域（以下

｢申出区域｣という。) 

１００分の５以上 １００分の１０以上 

都市計画法第７条に規定する市

街化調整区域のうち、同法第１２

条の４第１号に基づく工業系の

地区計画が定められた区域（以下

｢地区計画区域｣という。) 

１００分の５以上 １００分の１０以上 

２ 前項に規定する対象区域における緑地の面積の敷地面積に対する割合（以

下「緑地面積率」という。）の算定において、工場立地法施行規則（昭和４

９年大蔵省・厚生省・農林省・通商産業省・運輸省令第１号。以下「省令」

という。）第４条に規定する緑地以外の環境施設以外の施設又は太陽光発電

施設と重複する土地及び省令第３条に規定する建築物屋上等緑化施設につ

いては、敷地面積に緑地面積率を乗じて得た面積の１００分の５０の割合を

超えて緑地面積率の算定に用いる緑地の面積に算入することができない。 



（敷地が２以上の区域にわたる場合の適用） 

第４条 特定工場の敷地が前条第１項の表に規定する区域及び同表に規定する

区域以外の区域のうち２以上の区域にわたる場合においては、その敷地の全

部について、これらの区域のうちその面積の敷地面積に対する割合（以下「敷

地割合」という。）が最も高い区域が同表に規定する区域であるときは、当

該区域に係る同表の規定を適用し、敷地割合が最も高い区域が同表に規定す

る区域以外の区域であるときは、同表の規定を適用しない。 

（他の地方公共団体の長との協議） 

第５条 一の特定工場の敷地が本市に隣接する地方公共団体の区域にわたる場

合におけるこの条例の規定の適用については、市長が当該地方公共団体の長

と協議して定める。 

（環境施設の配置における周辺の地域への配慮）  

第６条 特定工場における環境施設の配置は、住宅地との隣接部分等の周辺部

に、当該工場の周辺の地域の土地の利用状況等を勘案し、その地域の生活環

境の保持に最も寄与するように行うものとする。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。 

（経過規定） 

第２条 昭和４９年６月２８日に設置されている特定工場又は設置のための工

事が行われている特定工場において、生産施設の面積の変更（生産施設の面

積の減少を除く。）が行われるときは、第３条の規定に適合する緑地及び環

境施設の面積の算定については、工場立地に関する準則（平成１０年大蔵

省・厚生省・農林水産省・通商産業省・運輸省告示第１号。以下「法準則」

という。）備考第１項第２号及び第３号並びに第３項の規定を準用する。こ

の場合において、法準則備考第１項第２号中「０．２」とあるのは、準工業

地域にあっては「０．１」と、申出区域及び地区計画区域にあっては「０．

０５」と、同項第３号中「０．２５」とあるのは、準工業地域にあっては「０．

１５」と、申出区域及び地区計画区域にあっては、「０．１」と、法準則備

考第３項第１号中「０．２」とあるのは、準工業地域にあっては「０．１」



と、申出区域及び地区計画区域にあっては「０．０５」と、同項第２号中「０．

２５」とあるのは、準工業地域にあっては「０．１５」と、申出区域及び地

区計画区域にあっては「０．１」と読み替えるものとする。 



議案第８４号 

 

   豊明市特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償等に関する条例の

一部改正について 

 豊明市特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償等に関する条例の一部

を改正する条例を別添のように定めるものとする。 

 

平成３０年１１月２９日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

説 明 

この案を提出するのは、各選挙時における期日前投票所の増設に伴い必要が

あるからである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



豊明市特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償等に関する条例の

一部を改正する条例 

 

豊明市特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和

４７年豊明市条例第３１号）の一部を次のように改正する。 

 別表期日前投票所の投票管理者の項中「日額 １２,３００」を「日額１２,

３００以内において市長が定める額」に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 



議案第８５号 

 

   豊明市体育施設条例の一部改正について  

 豊明市体育施設条例の一部を改正する条例を別添のように定めるものとする。 

 

  平成３０年１１月２９日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

   説 明 

 この案を提出するのは、勅使テニスコートの使用料を改正するため必要があ

るからである。 



豊明市体育施設条例の一部を改正する条例 

 

豊明市体育施設条例（平成２年豊明市条例第２号）の一部を次のように改正

する。 

別表第２中 

「 

（２） 勅使テニスコート使用料 

ア 個人利用 

（単位 円） 

区分 ２時間につき 夜間照明施設使用料 

１時間につき １時間を超える３０分

ごとに 

１コート ５９０ ７２０ ３６０ 

イ 専用利用 

（単位 円） 

区分 午前 午後 夜間 全日 

9：00～12：00 13：00～17：00 17：30～21：00 9：00～21：00 

１～４コート ３，５４０ ４，７２０ ４，１２０ １２，３８０ 

Ａ～Ｄコート ３，５４０ ４，７２０   

」 

を 

「 

（２） 勅使テニスコート使用料 

ア 個人利用（１面） 

（単位 円） 

区分 ２時間につき 夜間照明施設使用料 

１時間につき １時間を超える３０分

ごとに 

１～４コート ６８０ ７２０ ３６０ 



Ａ～Ｄコート ５９０   

イ 専用利用 

（単位 円） 

区分 午前 午後 夜間 全日 

9：00～12：00 13：00～17：00 17：30～21：00 9：00～21：00 

１～４コート ４，０８０ ５，４４０ ４，７６０ １４，２８０ 

Ａ～Ｄコート ３，５４０ ４，７２０   

」 

に改める。 

附 則 

この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

 



議案第８６号 

 

   豊明市母子・父子家庭医療費支給条例の一部改正について 

 豊明市母子・父子家庭医療費支給条例の一部を改正する条例を別添のように

定めるものとする。 

 

  平成３０年１１月２９日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典      

 

   説 明 

 この案を提出するのは、児童扶養手当法の一部改正に伴い必要があるからで

ある。 

 



   豊明市母子・父子家庭医療費支給条例の一部を改正する条例 

 

 豊明市母子・父子家庭医療費支給条例（昭和５３年豊明市条例第３２号）の

一部を次のように改正する。 

 第２条第２項第１号中「１月から７月までの間」を「１月から１０月までの

間」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、平成３１年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

第２条 この条例の施行の日前の受給資格については、なお従前の例による。 

 



議案第８７号 

 

   豊明市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基

準等を定める条例の一部改正について 

 豊明市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等

を定める条例の一部を改正する条例を別添のように定めるものとする。 

 

  平成３０年１１月２９日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

   説 明 

 この案を提出するのは、地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等

の一部を改正する法律の制定により、改正する必要があるからである。 



豊明市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基

準等を定める条例の一部を改正する条例 

 

豊明市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等

を定める条例（平成２８年豊明市条例第３９号）の一部を次のように改正する。 

目次中「第１３条」を「第１４条」に、「第１４条―第１６条」を「第１５

条―第１７条」に、「第１７条―第１９条」を「第１８条―第２０条」に、「第

２０条―第２３条」を「第２１条―第２４条」に、「第２４条―第２７条」を

「第２５条―第２８条」に、「第２８条―第３１条」を「第２９条―第３２条」

に、「第３２条―第３５条」を「第３３条―第３６条」に、「第３６条・第３

７条」を「第３７条・第３８条」に、「第３８条―第４０条」を「第３９条―

第４１条」に、「第１４章 指定地域密着型サービスに関するその他の基準（第

４１条）」を「第１４章 指定地域密着型サービスに関するその他の基準（第

４２条）」に、「第１５章 雑則（第４２条）」を「第１５章 雑則（第４３

条）」に改める。 

第４２条を第４３条とする。 

第１４章中第４１条を第４２条とする。 

第１３章中第４０条を第４１条とし、第３９条を第４０条とし、第３８条を 

第３９条とする。 

第１２章中第３７条を第３８条とし、第３６条を第３７条とする。 

 第１１章中第３５条を第３６条とし、第３２条から第３４条までを１条ずつ

繰り下げる。 

 第１０章中第３１条を第３２条とし、第２８条から第３０条までを１条ずつ

繰り下げる。 

 第９章中第２７条を第２８条とし、第２４条から第２６条までを１条ずつ繰

り下げる。 

 第８章中第２３条を第２４条とし、第２０条から第２２条までを１条ずつ繰

り下げる。 

 第７章中第１９条を第２０条とし、第１８条を第１９条とし、第１７条を第

１８条とする。 



 第６章中第１６条を第１７条とし、第１５条を第１６条とし、第１４条を第

１５条とする。 

 第５章中第１３条の次に次の１条を加える。 

（共生型地域密着型サービスに関する基準） 

第１４条 共生型地域密着型通所介護の基準は、基準省令第３７条の２を準用

する。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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